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論文内容要旨
 関東・中部地域は,日本列島の中でも,第四紀以降最も活発で複雑な地殻活動が続いている
 地域の一つであり,同時に数多くの被害を伴う地震も発生している。関東・中部地域の地殻応
 力場の研究は,本地域の地殻活動様式を解明するための重要な課題であるとともに,本地域の
 地震予知研究を推進させるためにも不可欠な事項と考えられる。本論文は,関東・中部地域に
 発生する浅い地震の発露機構を多数解析し,その結果に基づいて地殻応力場の構造やテクトニ
 クスの解明を試みたものである。
 第1章関東・中部地域の地殻応力場に関する研究の概観及び本研究の進め方
 関東・中部地域は日本列島の中央部に位置し,地形,地質構造の複雑さからテクトニクスに
 関する多くの議論が試みられている。応力測定,活断層,極浅発地震等のデータを用いた地殻
 応力場の研究によれば,本地域では,伊豆半島の付け根付近から東西に放射状に展開する水平
 主圧力の軌跡が得られている。このような応力方位が形成される原因は,本地域で会合するユー
 ラシア,フィリピン海,太平洋の3プレートの相互運動によって説明されるようになったが,
 解明されるべき多くの課題が残されている。
 本研究は,まず発震機構から得られる応力データの時空間的な特質と,発震機構以外の応力
 データの違いを述べる。次に地殻及び最上部マントル内に発生する多数の地震の発震機構を解
 析し,その主圧力(P)軸及び主張力(T)軸方位の分布から,本地域の起震応力場の特徴を明
 らかにする。さらに発震機構以外の諸データとの比較検討により,地殻応力場の構造を解明し,
 そのような応力場が形成される理由について考察を行ったものである。
 第2章発震機構
 国立防災科学技術センターの関東・東海地震観測網で得られた地震データベースを基に調査
 地域(北緯35.1。～37.09,東経137.8。～140.9。)内に発生する1979年5月から!985年12月までの
 深さ35kmより浅い地震から,初動押し引きの読み取り個数が5個以上のもの(約1500個)を抽
 出し,これら地震の初動押し引きをモニター記録によってすべて読み直した。読み直したデー
 タの総数は約30,000個である。こうして得られた新たな初動押し引きデータから発震機構解を
 もとめた。本研究で用いた発震機構は,P軸または丁軸の許容範囲が±20。以内のものである
 が,そのうち約70%は±10。以内である。最終的に得られた発震機構解は443個である。また,本
 地域の平均的な地殻の厚さは30km程度であるので,震源の深さ精度の誤差を考慮して,35km
 までの地震を用いたものである。
 得られた発震機構解から,P軸及び丁軸を水平面に投影した方位を図1に示す。断層型は横
 ずれ型及び逆断層型が多く,本地域が圧縮力優勢の場であることがわかる。
 発震機構が得られた地震の多く(78%)が微小地震であるので,応力方位が地震のマダニ
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 チュードに依存するか否かを調べる。M3より小さい地震と過去の地震を含むM5より大きな
 地震のP軸方位を比較すると,両者は良く一致する。広域的な応力方位を示すと考えられる大
 きな地震と,微小地震が同様なP軸方位を有することは,微小地震の発震機構が本地域の応力
 場の解明に使用可能なことを示す。微小地震は調査地域内に広く分布するので,微小地震の発
 露機構を用いることによって,本地域の詳細な応力場の構造を明らかにすることができた。
 第3章応力方位分布および応力区の設定
 P軸方位の空間分布から,調査地域をP軸方位が概ね同一方位になる小区域に区分すること
 が可能である。一つの区域と隣接する他区域とでは,平均的なP軸方位が有意に異なっており,
 明瞭な境界によって両者を分離することができる。
 次に地震活動に注目すると,浅い地震の活動が相対的に小さい部分がP軸方位の変化する境
 界と一致する例が多いことが明らかになった。そこでP軸方位分布及び地震活動度から,本地
 域を13の応力区に区分することができる(図2)。各応力区内では概ね定まったP軸方位を持
 ち,応力区の境界ではP軸方位が有意に変化し,かつ,境界の地震活動度が応力区内部に比べ
 て小さいことがその区分の条件である。
 地震から得られたP軸方位と,応力測定,活断層等,地震以外の応力データから得られる水
 平主圧力方位を比較すると,大局的には両者の方位は一致する。両者は深さや時間的な領域を
 異にするにもかかわらず一致することは図2の様な応力場が地表近くから地下20ないし30km
 程度まで同じで,また,第四紀後期以降同じ状態で継続していることを示すものである。
 応力区分の特徴を以下に述べる。調査地域の西部及び北部ではほぼ東一西のP軸方位が卓越
 する。一方,南部フオッサマグナや南関東では,P軸方位は概ね南一北ないし北西一南東が多い
 が,それらと直交する方位もあり,応力区分も細かく複雑である。特に甲府盆地周辺(応力区
 5)や関東平野南西部(応力区7)は,東一西方向のP軸を持つ特異な区域である。
 次に応力境界の特徴を述べる。応力境界には顕著な地質構造線が分布する例が多い。これら
 構造線が応力境界に分布するのは偶然でないことを,藤野木一愛川構造線(応力区2,4と5
 の境界)を例にして示す。本構造線付近の地質構造は,主要な断層とそれに付随する断層が幅
 数kmの中に多数分布するものである。この幅数kmの地帯は地殻内の弱線部になっていると
 推定される。応力境界で地震活動が弱いこともそれを支持する。このような境界では地殻の変
 形が優先的に進むであろう。応力境界は,地殻内に生ずる歪を局部的に解消する役割を持って
 いるものと考えられる。地質構造線が地殻内の弱線部であることが,地質構造線と応力境界が
 一致する理由と考えられる。
 第4章特定の地域における応力場の考察
 甲府盆地周辺や関東平野南西部等,複雑なP軸方位を有する地域の応力場の説明を行う。
 甲府盆地周辺は,平均的なP軸方位が東一西であることと,活断層から得られる水平主圧カ
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 方位が,東一西及び南一北の2方向であることが特徴である。本地域の応力場を図3のモデル
 で説明する。甲府盆地が第四紀後期以降沈降していることから,本地域の地殻は,下方へとう
 噛していると推定される。地震が発生している6km/sec層が,下方へのとう曲により,南北断
 面では上側が圧縮,下側が引張場となる。東西方向にも太平洋プレートに起因する圧縮力が働
 いているので,6km/sec層下側では束一西方向のP軸を持つ地震が発生する。また,地表に2
 種類の断層が形成されることも説明できる。
 次に関東平野南西部の応力場の説明を行う(図3)。本地域の地震はフィリピン海プレートと
 ユーラシアプレートの境界部またはフィリピン海プレート上部で発生しているものである。P
 軸が東一西方位を示す区域は,フィリピン海プレートの沈み込み角が大きくなっている部分で
 あり,そのため,その部分のフィリピン海プレート上部では引張場となることが期待される。
 このことが,本区域の東一西のP軸,南一北の丁軸方位の原因と考えられる。その他,山梨県
 東部及び関東山地の応力場についても考察を行った。
 第5章発震機構の時空間分布
 小区域の中で地震が定常的に発生し,時空間的に高密度の発震機構解が得られれば,発震機
 構の時空間的な変化を調べることができる。
 山梨県東部地域は定常的な地震多発域であり,多くの発震機構解が得られている。本区域内
 では,1983年8月の山梨県東部地震(M6、0)を境にして,そのP軸方位が時計回りに約20。変化
 した。上記地震の発生時期の前後で本区域内の地震活動域が変化し,また,それら活動域毎の
 P軸方位は少しずつ異なっている。このことから,本区域のP軸方位変化の主な理由は,地震
 活動域が異なるためによる見かけ上のものと推定されるが,場所によっては実際にP軸方位が
 変化した可能性もあり,精密な震源分布や地殻構造に基づくより詳細な調査が必要である。
 次に山梨県南西部でも,!984年9月の長野県西部地震(M6.8)の後にP軸方位が有意に変化
 したように見える。この変化は山梨県東部の例と異なり,地震活動域の移動からは説明しにく
 く,大きな地震の発生にともなって,応力場が実際に変化した可能性を否定できない。この区
 域の応力場が,周辺の応力状態の変化に敏感に反応するものであれば,地震予知の面からも重
 要な事実と考えられる。
 第6章議論
 日本列島の水平主圧力方位は,関東・中部地域や北海道を除いてほぼ東一西の卓越方位を持
 つ。それに対して,関東・中部地域は第1章で述べたような特異な水平主圧力軌跡となってい
 る。本研究で発震機構から得られた応力方位は,大局的には上記パターンと類似しているが,
 詳しく比較すればかなり異なっている。前者は水平主圧力軌跡が滑らかに変化するような構造
 であるが,我々の研究では,P軸方位が不連続的に変化する応力境界で区切られた,大小の応力
 区の集合として示される。このような両者の違いの原因は用いたデータ数の多少によるもので
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 あり,空間的に密に分布する大量のデータから得られた本研究の応力区分が,この地域の応力
 場をより忠実に表現しているものと考えられる。
 南部フォッサマグナや南関東地域の応力場が,図2のような複雑な構造を呈する理由は,定
 性的には,この地域でユーラシア,フィリピン海,太平洋の3プレートが会合し,複雑な相互
 運動を行っていることに求められる。すなわち,南一北ないし北西一南東のP軸方位はフィリ
 ピン海プレートの,また東一西のP軸方位は太平洋プレ'一トに由来するものであろう。南一北
 の方向のP軸が分布する北端が,関東山地北端や関東平野中央部であることは,フィリピン海
 プレートの影響の及ぶ範囲がこの付近までであり,その北では太平洋プレートの影響が大きい
 ことを示すものである。
 本調査地域のような,変動の著しい複雑な応力場のテクトニクスを論ずるには,単純な剛体
 的プレートモデルでは説明が困難であり,ここで述べたようなプレート内部の変形を取り入れ
 た応力場モデルを導入することによって初めて具体的な説明が可能になるものと考えられる。
まとめ
 本研究のまとめを行うとともに,今後本研究をより発展させるために必要な研究項目を議論
 した。以下に述べるような項目が特に重要と考えられる。
 (1)データ空白域の解消,特に首都圏を含む関東平野の高感度地震観測網の充実は,地震予
 知の面からも重要である。
 (2)地殻構造の詳細な調査。
 (3)3次元的な速度構造に基づく,発震機構データの精度の向上。
 (4)応力測定,活断層調査,測地測量等による地殻応力場の調査。
 (5〉応力境界における境界条件の研究,特に地質学的及び地球物理学的な手法を基にした,
 応力境界域の精密な調査。
 今後,これらを重点的に調査研究することにより,本地域の応力場の実体が明らかになり,
 本地域テクトニクスの解明や地震予知研究にも大きな前進がもたらされるものと期待される。
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 図3(b)
 甲府盆地周辺地域の応力場モデル(南北断面)。
 白矢印:圧縮力,黒小矢印:地殻応力(→←一:圧縮,←→二引張),黒大矢印:フィリ
 ピン海プレートの進行方向,TF:鶴川断層,TATL:藤野木一愛川構造線。
 関東平野南西部の応力場モデル(南北断面)。
 大矢印:フィリピン海プレートの進行方向,小矢印:フィリピン海プレートの応力状
 態(→←:圧縮,<一→:引張〉,数字は応力区番号を示す。EUR:ユーラシアプレート,
 PHS:フィリピン海プレート
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 論文審査の結果の要旨
 関東・中部地域は太平洋プレート,フイワッピン海プレートおよびユーラシアプレートの3
 つが会合し,それらの力学境界を含めその周辺域に於いては複雑なテクトニクスの場を形成し
 ている。このような地域に発生する微小地震の発震機構を詳しく解析し,地震テクトニクスを
 正しく知ることは関東・中部地域ばかりでなく,日本列島全体のテクトニクスを理解する上で
 も極めて重要である。
 鈴木宏芳提出の学位論文は,国立防災科学技術センターがこの地域に展開した微小地震観測
 網のデータを基にして,地殻内に発生する地震のP波初動データ30,000個を再検測し,約440個
 の地震について発露機構解を求めた。次にこの結果をもとにP軸,丁軸の方位分布を作成し,
 類似の方位分布で特徴づけられる応力区として関東・中部地域に13の応力区が区分できること
 を示した。このような応力区の境界には顕著な地質構造線や活断層が分布し,応力区と地質構
 造の間に密接な関係のあること及びP軸方位は活断層,岩脈,地殻応力測定や測地測量等から
 求めた結果と大局的に一致することを明らかにした点が注目される。
 糸魚川一静岡構造線および中央構造線東部で区切られる南部フオッサマグナ地域は他の地域
 に比べて非常に複雑な応力場を形成していること,そしてこのような応力場はこの地域で会合
 する3つのプレート相互作用の結果であることを指摘するとともに,甲府盆地周辺などの特異
 な圧縮方位分布をする区域についてそれを説明するモデルを提示した。さらに,いくつかの狭
 い区域内でP軸の方位が時間的に変化する場合のあることを見出し,それが地震発生域の空間
 的な移動による見掛け上の場合と,地震活動の推移に関連したより本質的な場合の二つの可能
 性があることを述べ,それについて考察を加えた。
 以上に述べたごとく鈴木宏芳提出の論文は3つのプレートが会合する関東・中部地域の複雑
 なテクトニクスの場を微小地震の発震機構解をもちいて13の応力区に区分し,それぞれの地殻
 応力場の特徴を明らかにするとともに応力場形成とプレート運動の関係を明らかにしたもので
 ある。
 これは本人が自立して研究活動を行うに必要な高度の研究能力と学識を有することを示した
 ものである。よって鈴木宏芳提出の論文は理学博士の学位論文として合格と認める。
 437一
